
令和元年東日本台風により被災した住宅用地に係る
固定資産税・都市計画税の減免について

１ 被災住宅用地特例（地方税法第349条の3の３）について

・ 被災による住宅の滅失に伴い非住宅用地として税額が急増することを回避し、住宅の再建を側面から
支援するための措置

２ 令和４年度 被災住宅用地に係る減免について

「被災住宅用地の特例措置」の適用期限を迎えた土地について税額が上昇する

市独自の施策として被災者に寄り添った支援＝『令和４年度課税における減免』 を実施

減免額 ： 「被災住宅用地の特例措置」と同等の軽減額

期 間 ： 令和４年度限り（住宅の再建期間等を考慮し１年間）
適用者 ： 368名
減収額 ： 11,５２４千円 （固定資産税+都市計画税）

（適用者・減収額は令和4年8月3日時点）

・ 災害により住宅が滅失した土地について、被災後２年度分に限り住宅用地とみなし、
「住宅用地の特例」と同様に、土地に係る固定資産税を１/６又は１/３に、
都市計画税を１/３又は２/３に軽減する

・ 令和元年東日本台風においては、令和２年度及び令和３年度に特例を適用
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財政部資産税課

(被災)住宅用地の特例

200㎡まで
固定1/6
都計1/3

200㎡超
固定1/3
都計2/3



市独自の施策として被災者に寄り添った更なる支援 ＝ 『3年度分（令和５年度～令和７年度課税）減免継続』

３ 令和５年度以降 被災住宅用地に係る減免について

減免期間 ： 令和５年度～令和7年度

減免対象 ： 令和4年度減免適用土地の内、各年度の賦課期日（１月１日）において、被災住宅用地の特例の

適用条件を満たす土地

（ 適用条件例 ： 家屋を建築していない、売買で所有者が変更になっていない、他の用途に使用していない ）

減免額 ： 「被災住宅用地の特例措置」と同等の軽減額

令和４年度の減免額を基準に、令和５年度（3/３）、令和６年度（2/３）、令和７年度（1/３）の割合で適用

２

令和５年度から、３年間のサンセット方式とする（令和５年度～令和７年度）
＜ 減免イメージ ＞

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3/３ 2/3 1/3 減免終了

(長野市災害復興計画において「復興」事業終了が令和６年度末とされていること、及び『被災地への住宅再建支援』

という本施策の主旨を踏まえ、令和７年度課税までを減免の対象とする)


